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電気技術者に「電気絶縁の診断に何を使ってます

か？」と尋ねると、多くの人が「絶縁抵抗計」と答

えるでしょう。絶縁抵抗計（通称メガー）は電気技

術者にとって最も身近な絶縁診断装置であることは

疑いの余地がありません。しかし、このメガーが英

国のMegger社の商標であることを知っている人は

意外に少ないのではないでしょうか。

メガーは1889年に英国のSydney Evershedが発

明した絶縁抵抗計であり、直流電圧を印加して電流

を測定する原理は、現在も当時のままです。1889

年というと日本は明治22年で、大日本帝国憲法が

発布され近代国家のスタートを切った年ですが、こ

の時代に海外では既に絶縁診断の技術が芽吹いてい

たことには驚かされます。

Megger社はこの絶縁抵抗計を皮切りに様々な診

断装置を開発し、現在では世界に80カ国以上の拠

点を持つ世界最大級の診断装置メーカに成長してい

ます。

私は、ドイツにあるMegger社のトレーニング

センターで研修を受けた際、診断会社によるケーブ

ル診断の現場を見学させて頂いた経験があります。

このとき、一人の職員が診断車で到着すると、わず

か半日で絶縁診断とシースの損傷位置標定を終え、

現場を後にする姿に感銘を受けました。その洗練さ

れた実務の背景に、診断装置だけでなく教育・訓練

を含めた総合的な「診断文化」の醸成が感じられた

のです。

米 国 に も 世 界 的 な 電 気 診 断 会 社 Doble 

Engineering 社があります。こちらは1920年に設

立され、世界に110ヵ所を超える拠点を持ち、診断

装置の開発から診断サービスまで幅広く展開してい

ます。特に変圧器の診断技術である「Doble Test」

は世界標準として認められ、長年蓄積されたデータ

ベースは世界中の電力会社で活用されています。

今年4月、このMegger社とDoble Engineering 

社が合併するというニュースが世界中を駆け巡りま

した。実現すると世界最大の診断ソリューション企

業が誕生することになります。一見成熟しきったよ

うに見える電気診断の世界ですが、海の向こうでは

更なる成長と新たな技術開発資金の調達に向け、ダ

イナミックに躍動しているのです。この合併が日本

の診断シーンにも良い影響をもたらすことを願って

やみません。

さて、ここで再び絶縁抵抗計に話を戻します。

絶縁抵抗計は、絶縁体に直流電圧を印加した時の

電流から絶縁の劣化（吸湿・汚損）を診断する装置

ですが、絶縁体に直流電圧を印加すると分極という

現象が起き、その時に流れる分極電流や電圧を開放

した際に流れる脱分極電流は絶縁体の劣化状態を反

映します。こうした電流の時間的な推移から絶縁劣

化を診断するPDC（Polarization／Depolarization 

Current）法という技術が開発されています。さら

にPDC法で得られた時間領域のデータを周波数領

域のデータに変換することで誘電正接（tanδ）を

算出する技術も研究されています。交流電圧を用い

て周波数ごとにtanδを測定するDFR（Dielectric 

Frequency Response）試験は有効な手法ですが、

測定に長時間を要するという課題があります。

PDCからtanδを算出できれば、より短時間で

DFRに相当する解析が可能となるのです。

100年以上昔に発明されたメガーの技術ですが、

現在はデータサイエンスを駆使して情報量を拡張

し、幅広い診断に応用していく流れになっていま

す。

電気診断の世界は、まだまだ発展途上です。常に

学び続ける姿勢を忘れずにいたいものです。

 

温故知新
電気絶縁診断の古くて新しい技術

末長　清佳　（一社）電気科学技術アカデミー 代表理事
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ベテラン･滝田さん

新人研修の導入教育に“必要不可欠”な知識を網羅！
これ一本でキュービクルの基礎を理解できる！
安全教育や社内講習に最適！見せるだけで実践力が身につく！
高圧受電設備の構成を体系的に理解させたい研修担当者様に！

第１章 高圧受電設備の種類
第２章 主遮断装置「CB形」と「PF･S形」
第３章 責任分界点と区分開閉器
第４章 区分開閉器（PAS）の操作
第５章 キュービクル式高圧受電設備の機器

新人･前川さん

サンプル動画はこちら

新人電気主任技術者の前川さんと一緒に、
キュービクル式高圧受電設備の構造や
機器の操作方法、注意点などを学べる！

新人電気主任技術者向けシリーズ 第一弾！
高圧受電設備に関する基礎知識を
映像やアニメーションで分かりやすく解説！
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令和8年度5月理事会を開催
日本電気協会は、令和8年5月13日に、理事12名

（web出席1名）、監事3名、顧問2名の出席により、
令和8年度5月理事会を開催し、審議事項4件につ
いては可決し、報告事項1件については了承されま
した。概要は以下のとおりです。

1.　審議事項
第1号議案　令和7年度事業報告および決算
令和7年度の経常収支については、経常収益が
4,746百万円（前年度比＋230百万円）、経常費用が
4,310百万円（前年度比＋37百万円）となった結果、
経常収支は435百万円（前年度比＋193百万円）と
なり、14期連続の黒字決算（増収増益）となった。
前年度比増加の主な要因は、定期講習受講者の減少
による収益減（△33百万円）があったものの、有
楽町電気ビルテナント空室減少や賃料改定等による
不動産収益の増加（＋90百万円）、企業業績が好調
であったことによる受取利息・配当金収入の増加
（＋85百万円）、電気新聞購読プラン改定による購
読料収益の増加など新聞事業収益の増加（＋84
百万円）等によるもの。
令和7年度事業活動のポイントは以下のとおり。
1.　電気安全の確保
⑴�　日本電気技術規格委員会（JESC）における
民間規格の制改定の承認
⑵�　原子力発電所の規制検査・再稼働審査に係る
規格の制改定案の審議
⑶�　電気用品調査委員会における国の方針に対す
る速やかな対応
⑷�　電気技術規程・指針類および専門図書などの
発行
⑸�　電気技術規程・指針類等の電子書籍による提
供
⑹�　消防法に基づくリチウムイオン蓄電池設備
（常用・非常用兼用）の認定業務開始
⑺�　経済産業省からの電気保安に関する技術調査
受託
⑻　電気安全に係る普及啓発事業の展開
⑼　電気保安に優れた業績を上げた方々の表彰
2.　電気技術者の確保・育成
⑴　次世代を担う若年層教育等の拡大
　①�　電気保安・電気工事業界の認知度向上・入
職促進に向けた取り組み

　②　原子力工学大学院博士課程奨学金制度
　③　電気新聞（新聞部）による取り組み
　④�　地域の特徴を捉えた次世代を担う若年層教
育

⑵　電気主任技術者を対象とした職業紹介事業　
⑶�　法定講習（第一種電気工事士定期講習および
認定電気工事従事者認定講習）の実施
⑷　電気技術者向けの講習会を全国各地で実施
3.　適時的確な情報発信
⑴　電気新聞による適時的確な情報発信
　①�　変化の激しい電力・エネルギー産業につい
て高度な情報をわかりやすく発信

　②�　9月に本紙紙面刷新および電子版リニュー
アルを実施

　③�　購読では10月に購読プランを改定、広告
は好調

　④�　セミナーは着実に実施、出版は受託刊行物
を計画的に発行

⑵�　電気関係業界における総合団体の立場を活用
した的確な情報発信

4.　事業基盤の強化・確立
⑴　協会大の安全なシステム環境の構築
⑵　組織力の整備・強化
⑶　収益基盤の強化
5.　その他
⑴�　第104回社員総会の開催（令和7年6月6日開
催）
⑵�　理事会（5月、6月、11月、3月）・参与会（6
月、11月）の開催
⑶　会員の状況
　第2号議案　役員候補者の選任
　第3号議案　参与の選任
　第4号議案　第105回社員総会の開催
　開催日　令和8年6月4日（木）14時00分～
　会　場　ホテルニューオータニ博多「鶴の間」
　　　　　（福岡市中央区渡辺通1-1-2）
　議　事
　第1号議案　�令和7年度事業報告および決算の

承認の件
　第2号議案　役員選任の件
　報告事項　�令和8年度事業計画および予算に

ついて

2.　報告事項
1.　代表理事および業務執行理事の職務執行状況に
ついて
定款第22条第6項の規定に基づき、令和7年11月
理事会以降の各代表理事および業務執行理事の職務
執行状況について報告があり、了承された。
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日本電気協会 第105回社員総会を開催

令和 8 年度 6 月理事会を開催

日本電気協会は、令和8年6月4日（木）、福岡
市・ホテルニューオータニ博多において第105回社
員総会を開催し、約220名の会員が出席されました。
総会の冒頭、地元を代表して池辺 和弘 九州支部

会長（九州電力㈱ 代表取締役会長）から歓迎挨拶、
続いて貫 正義 本会会長から挨拶があり、その後は
貫会長が議長となり議事に入りました。
議案審議では「第1号議案 令和7年度事業報告お

よび決算の承認の件」、「第2号議案 役員選任の件」
の2件についていずれも原案通り決議され、報告事
項では「令和8年度事業計画および予算について」
が報告されました。
総会終了後の講演会では、「松重 豊と九州」と題

し、約1時間にわたり松重 豊 氏（俳優）にご講演
いただきました。

講演会に引き続き催された懇親会には、電力会社
など会員会社のトップをはじめとする約360名の電
気関係者が集い、西山 勝（九州電力㈱ 代表取締役 
社長執行役員）による歓迎挨拶の後、芦谷 茂 副会
長（中国電力㈱ 代表取締役会長）の音頭により乾杯が
行われ、和やかな雰囲気の中、懇談が行われました。

日本電気協会は、令和8年6月4日に、理事12名、監事3名、顧問2名の出席により、令和8年度6月理事会
を開催し、審議事項1件について可決されました。審議事項は以下のとおりです。
第 1号議案　副会長の選定の件

※理事会の開催時点における役職名を掲載。

＊�令和7年度事業報告書・決算書、8年度事業計画
書・予算書は、本会ウェブサイトの「協会案内・
公開資料」のページでご覧いただけます。 
　（https://www.denki.or.jp/about-disclosure/）

松重 豊 氏

歓迎挨拶をする
西山社長

乾杯挨拶をする
芦谷副会長

（敬称略）
副 会 長 候 補 者

前　任　者
氏　　名 所　属・役　職

楠
くす

見
み

　　雄
ゆう

規
き

一般社団法人日本電機工業会 副会長 漆
うる

間
ま

　　啓
けい

以上
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歓 迎 挨 拶

一般社団法人　日本電気協会

九州支部会長　池 辺　和 弘

皆様、こんにちは。

九州支部会長の池辺でございます。

日本電気協会 第105回社員総会の開催にあたり、

地元九州を代表して、ひとことご挨拶申し上げま

す。

まずは、本日はご多用の中、全国各地から多くの

皆様に九州・福岡までお越しいただき、心より歓迎

申し上げます。

社員総会の九州開催は今回で4回目となり、前回

の2008年から実に18年ぶりに皆様をお迎えするこ

ととなりました。本日はよろしくお願いいたしま

す。

皆様もご存じかと思いますが、実際に暮らしてい

る私たち自身も改めて地元を振り返る意味も込めま

して、九州・福岡の魅力について、今日は少しご紹

介させていただきたいと思います。

九州は古くから東アジアとの交流拠点として発展

してきました。現在でも仁川、上海、台北などの主

要都市へおおむね3時間以内で行くことができ、日

本における“アジアの玄関口”として重要な役割を

担っています。

その中心となるのが、ここ福岡市です。

九州の政治・経済の中心地でありながら、世界で

も有数のコンパクトシティと言われています。福岡

空港から博多駅までは地下鉄で約5分、天神へも約

10分という近さで、移動の負担が非常に少ない街

です。

また、職場・学校・住宅地が比較的近いエリアに

まとまっているため、通勤・通学時間も全国の大都

市圏の中では最短クラスと言われています。生活に

必要な機能がコンパクトに集まり、少し足を延ばせ

ば海や山にも行ける。

“程よく都会で、程よく田舎”─そんな「暮ら

しやすい街」として高い評価をいただいておりま

す。

そして福岡といえば、やはり「食」です。

福岡は「食事がおいしい都道府県ランキング」で

常に上位に入る、日本屈指の美食の街です。博多

ラーメン、もつ鍋、水炊き、明太子など全国的に有

名なグルメに加え、新鮮な海産物や気軽に楽しめる

ローカルフードも豊富です。

中洲や天神の屋台も連日賑わっており、海外から

のお客様にも大変人気があります。

「福岡は飛び込みで入ってもハズレの店が少ない」

とよく言われます。ぜひこの機会に福岡の味を楽

しんでいただければと思います。

また福岡は、「有名人を多く輩出している都道府

県ランキング」でも上位に挙がることが多い地域で

す。
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タモリさん、郷ひろみさん、松田聖子さん、井上

陽水さんをはじめ、バンドではチューリップ、海援

隊、チェッカーズ、俳優では高倉健さんや黒木瞳

さんなど、多くの著名な芸能人を輩出しています。

祭り好きな県民性や、ライブハウス文化など、音楽

や芸能が育ちやすい土壌があるとも言われていま

す。

そうした福岡の土壌の中で育ち、活躍されている

俳優のお一人が、本日の講演会の講師である 松重

豊 さんです。

『孤独のグルメ』でのご活躍は皆様ご存じのとお

りですが、最近では九州ローカルの番組やCMでも

よくお見かけするようになりました。本日はどのよ

うなお話を伺えるのか、私自身も大変楽しみにして

おります。

さて、最後に九州の経済についても少し触れさせ

ていただきます。

九州はもともと豊かな自然環境を背景に農業地域

として発展してきましたが、明治以降は官営八幡製

鉄所をはじめ、造船や石炭産業など、日本の近代

化・産業革命を支える重要な役割を果たしてきまし

た。

近年では、自動車産業や半導体産業の集積が進

み、生産拠点としての存在感をさらに高めていま

す。

自動車分野では「カーアイランド九州」とも呼ば

れ、日産、トヨタ、ホンダ、ダイハツなどのメー

カーが進出し、年間約150万台規模の生産能力を有

しています。

また半導体分野では、1960年代から大手電機メー

カーがこぞって工場を建設し、1980年代に世界シェ

アの約10%を生産する一大拠点となったことで「シ

リコンアイランド九州」と呼ばれてきましたが、そ

の後は、日米貿易摩擦やアジア勢の台頭などを受け

競争力を失い、拠点の撤退・再編を余儀なくされる

苦境が続きました。

そうした中で、2021年に世界最大の半導体受託

製造企業TSMC（JASM）の熊本進出が決定し、こ

れを呼び水に、半導体関連企業の新工場建設や能力

増強などの大型投資が相次ぎ、九州は再び半導体の

集積地として注目を集めるようになりました。

そして現在は、新たにデザインされた「新生シリ

コンアイランド九州」の実現に向け、単なる半導体

製造拠点にとどまらず、将来にわたって九州が世界

の産業サプライチェーンの中核を担い続けることを

目指し、産官学金でさまざまな取り組みが行われて

います。

さらに九州は、人口、面積、域内総生産（GDP）

などの主要な経済指標がおおむね全国の約10%程

度であることから、「1割経済」と言われますが、

農林水産業産出額では全国の2割を占める「フード

アイランド九州」でもあります。

福岡の「あまおう」、鹿児島の黒豚、宮崎や佐賀

の牛肉など、全国に誇る特産品も数多くあります。

アジアとの近さという地理的優位性を活かし、輸出

拡大も進んでおります。

本日は総会・講演会に続き懇親会もございます。

こうした九州の特産品や地元のお酒や焼酎も取り揃

えております。ぜひご堪能ください。

最後に、本日は遠路お越しいただき、誠にありが

とうございます。

ご列席の皆様のますますのご健勝と、会員各社様

のさらなるご発展を心よりお祈り申し上げまして、

歓迎のご挨拶とさせていただきます。

本日はどうぞよろしくお願いいたします。
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会 長 挨 拶

一般社団法人　日本電気協会

会長　貫　　正　義

日本電気協会 会長の貫でございます。
第105回日本電気協会 社員総会の開催にあたり、
一言ご挨拶申し上げます。
本日は、皆様方にはご多忙の中、全国各地より、
ここ九州・博多での社員総会にご出席賜り、誠にあ
りがとうございます。
また、日頃より電力、ガス、水道、鉄道など、社
会インフラの整備、維持、管理に従事されている皆
様に、心より感謝申し上げます。
加えて、近年、自然災害への対応が常態化する
中、災害の未然防止や被害の拡大防止に向け、最前
線でご尽力いただいている多くの関係者の皆様に厚
く御礼申し上げます。

さて、国内外の情勢に目を向けますと、ロシアに
よるウクライナ侵攻の長期化に加え、本年に入り、
米国およびイスラエルによるイランへの攻撃とそれ
に伴う地域全体の緊張の高まりを背景に、世界のエ
ネルギー情勢は不透明感を増しております。
これらを背景に、国内においては、エネルギー価
格の値上がり等に伴う、諸物価の高騰や少子高齢化
等による人手不足の深刻化など、諸課題が顕在化し
ております。
一方、電気事業においては、原子力を巡る動きに
重要な進展が見られています。東京電力柏崎刈羽原
子力発電所 6号機が再稼働を果たし、加えて、北海
道電力泊発電所 3号機も再稼働に向けた準備が本格
化する見通しとなっております。
また、我々電気事業者の長年の課題であった、特
定重大事故等対処施設の設置期限の見直しについ

て、猶予期間の起算点を変更することにより、現場
の実情を踏まえた制度運用が開始されることになり
ました。
さらに、本年に入り、国が東京都小笠原村に南鳥
島を対象とした「高レベル放射性廃棄物の地層処分
に関する文献調査」の実施を申し入れ、同村長がこ
れを受け入れるなど、国による電力業界の課題解決
に向けた対応が進められております。
加えて、電力安定供給確保に向けて、国は本年 3
月の「電力システム改革の検証を踏まえた制度設計
WGとりまとめ」において、本WGでの議論を踏ま
え、令和 8年度以降は検討事項ごとに、それぞれ適
切な場で議論を進めていくとしております。具体的
には、次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会のも
とに、電力安定供給WG、電力事業環境整備WG、
中長期取引市場検討WGの 3つのWGを設置し、小
売供給力確保義務や、中長期取引市場、同時市場等
の制度設計に加え、電源や系統への投資に対する
ファイナンスや発電側の中長期的な供給力の維持・
向上に向けた容量市場や予備電源制度等の諸制度の
見直し等を審議していくことを表明しております。
現在、我が国は、DXやGXの進展により2040年
に向けて電力需要の増加が見込まれており、原子力
や洋上風力をはじめ、エネルギー安全保障に寄与
し、脱炭素効果の高い電源の開発を急ぐ必要があり
ます。
そして、そのための事業予見性を高める環境整備
やファイナンスが喫緊の課題であり、電力安定供給
と電力安定経営の維持、確保に向けて 3つのWGで
の検討を期待し、注視してまいりたいと思います。
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総会後の懇親会にて（左から芦谷副会長、貫会長、金井北陸支部会長、池辺九州支部会長、樋口東北支部会長）

また、今夏の電力需給の見通しは、10年に一度
の厳しい暑さに対して、電力安定供給に最低限必要
な予備率 3%は確保できるものの、8月の東京エリ
アでは 3%台となるほか、九州、関西なども 9月に
は4%台となる厳しい状況となっております。先日、
最高気温40度以上の日の名称が「酷暑日」に決ま
りました。そのような災害級の暑さの日が増加する
中、電力安定供給は、ますます重要な課題となって
おり、そして、それを維持、確保するためには、人
材と技術とサプライチェーンの維持・確保が必要で
あります。電気技術者の育成や電気関係事業の大切
さを国民の皆様に知っていただくことは、私ども、
日本電気協会の最も重要な課題の 1つであります。
このような電気関係事業の諸課題について、私ど
も日本電気協会は、会員の皆様のご協力のもと、3
つの柱を掲げて、本部・新聞部・全国10支部が一
丸となって対応してまいります。
第 1の柱は、電気安全の確保であります。具体的
には、電気技術規程・指針類の制改定の着実な実施
であります。また、これらの規程・指針類につい
て、電子書籍による提供を行うなど、ご利用いただ
く皆様の利便性向上を図ってまいります。
第 2 の柱は、電気技術者の確保・育成でありま
す。具体的には、本会を始め関係 8団体で運営する
ウェブサイト「ワットマガジン」を通じて、電気保

安・電気工事業界の魅力や大切さを伝え、まずは興
味を持ってもらえるよう努めてまいります。
第 3の柱は、適時的確な情報発信であります。具
体的には、電気新聞を活用し、電気事業を巡るトピッ
クスを日々迅速かつ的確に伝えるとともに、電力シ
ステム改革の検討状況等を電気新聞特別号「早わか
り電力取引」のようにわかりやすく報道いたしま
す。また、日本の10の地域別電力需要や電力スポッ
ト市場の価格動向等も毎日お知らせしております。
なお、昨年10月に行いました電気新聞の購読プ
ラン改定、料金値上げにつきましては、皆様のご協
力に心から感謝申し上げます。また、電気新聞は、
来年120周年を迎えます。これを機に、内容をもっ
と読者の皆様に親しみやすく、かつ、役に立つもの
となるよう、現在その改革に挑戦しています。そし
てその成果として、購読部数拡大を実現してまいり
たいと考えております。電気事業にとって貴重な役
割を担っている電気新聞への引き続いてのご支援を
よろしくお願いいたします。
最後になりましたが、私ども日本電気協会は、日
本全体の電力安定供給確保を念頭に、会員の皆様の
さらなる信頼を得られるよう、一致団結して取り
組んでまいります。引き続いてのご支援、ご理解を
賜りますようお願い申し上げます。
本日は、誠にありがとうございます。
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第61回電気関係事業安全セミナー〔webセミナー〕
開催のご案内

本セミナーは毎年、電気関係事業の安全管理に携わる関係者を対象に開催しており、安全確保に取り組む組
織の実例や具体的な対策手法などを広く紹介すると共にパネルディスカッションで議論を深めてまいりました。
今回もオンデマンド配信によるwebセミナーで開催します。

＊都合によりプログラムの内容・時間を変更する場合がございますので予めご了承ください。　

詳細・お申し込みは日本電気協会Webstoreをご覧ください。https://store.denki.or.jp
お問合せ先：（一社）日本電気協会　人材育成事業部

東京都千代田区有楽町 有楽町電気ビル北館4階
E mail：web semi@denki.or.jp

テーマ
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「心理的安全性が守る現場力！
　～失敗を恐れない組織のつくりかた～」

視聴期間：2026年8月17日（月）10：00～9月30日（水）23：59 （予定）

参 加 費：日本電気協会会員　29,700円、一般　33,000円（いずれも消費税込み）

受講方法：専用のサイトにアクセスし、映像を視聴していただきます。
※�おひとりにつき1つのIDパスワードが必要です。コンプライアンスの観点からも、複数の受講者で共有することは固く
お断りします。なお、配信開始後の受講者の変更はできませんので予めご了承ください。

※ご入金確認後、視聴開始日の数日前に各受講者へIDパスワードを記載したメールを送付します。

【基調講演＆パネルディスカッション】
「安全最優先を現場にどう実現するか －予兆の活用に焦点を当てて－」
基調講演＆ファシリテーター：宮城学院女子大学　学芸学部　心理行動科学科

学科長　教授　　大橋 　智樹　氏
パネリスト：株式会社伏見電工　常務取締役　　峯友　 昭幸　氏

ほか2名予定
 

【講演】「心理的安全性とアサーション　－職場でどう実現するか？」
エラー・コツ研究所　代表　　楠神 　　健　氏

【講演】「なぜ、声にならない違和感が生まれるのか？　―職場に潜む認識的不正義とは」
株式会社東レ経営研究所　　　　　　　　　　　
人材・組織開発部門長　チーフコンサルタント

福田 　貴一　氏

【研究発表】「“安全を創る”人材育成と現場力向上」
関電プラント株式会社　プラント安全品質部　次長　坂本　　 浩　氏

他2社を予定
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電気使用安全月間の実施について
 

【体裁・価格】
A2判 フルカラー　　1部 50円＋消費税
※送料・梱包料は別途実費を頂戴します。

【発行時期】  5月下旬

安全月間における当委員会の活動として毎年、高圧受電設備を有する事業者向け、家庭向けの2種類の電気
安全パンフレットを制作・頒布しています。

【体裁・価格】
2種類ともＡ4判 フルカラー
①高圧受電設備を有する事業者向け：観音開き8頁　　1部 90円＋消費税
②家庭向け：3つ折り6頁　　1部 80円＋消費税 
※送料・梱包料は別途実費を頂戴します。

【発行時期】  6月下旬

ポスター、パンフレットのご注文・お問合せ先：（一社）日本電気協会　人材育成事業部

TEL：03 3216 0555　FAX：03 3216 3997　MAIL：anzen@denki.or.jp

令和8年度重点活動テーマ
●『見えない電気の危険を知り、配線やコンセントを見直すことで感電・火災を防ぎましょう』
●『無資格者の電気工事は法令違反です、必ず電気工事士の資格を持った方に依頼しましょう』
●『電気設備の点検作業を行う際は、安全に保守点検が行えるような対策を構築しましょう』
●『受変電設備に立ち入る際は、事前に電気主任技術者に連絡しましょう』
●『地震、雷、風水害などの自然災害に備えた電気設備の対策を講じ、安心・安全な生活を守りましょう』

電気安全全国連絡委員会（事務局：（一社）日本電気協会 人材育成事業
部内以下「当委員会」）では、経済産業省主唱による毎年8月の「電気使用
安全月間」活動を進めるにあたり、（一社）送配電網協議会、電気保安協会
全国連絡会、（一社）日本電設工業協会、全日本電気工事業工業組合連合
会、全国電気管理技術者協会連合会および当委員会の6団体による「電気
使用安全月間連絡会議」において、当年度の重点活動テーマを決め、各団
体が歩調を合わせ全国的な啓発活動を展開しています。
令和8年度のテーマは下記5項目で、当委員会ではこの5項目のテーマを
記載した安全月間周知用の全国統一ポスターを作成し、各方面の安全意識
高揚を図ることとしています。

②家庭向け①高圧受電設備を有する事業者向け



電気協会報　2026. 713

第66回 電気安全全国連絡委員会 開催報告

第65回 全国電気使用合理化委員会 開催報告

電気安全全国連絡委員会〔委員長：澤 誠広（中部電力パワーグリッド㈱ 取締役 執行役員）〕は、6月9日、

Web会議で「第66回電気安全全国連絡委員会」を開催しました（出席者：来賓および各地区委員計25名）。

開会の冒頭、澤委員長からは、「将来発生が懸念される南海トラフ地震については、政府により公表された

最新の被害想定にて、電力インフラの甚大な被災リスクが指摘されており、大規模停電や設備損壊への備えを

強化する必要性が認識されつつある。当委員会としても、重要なインフラである電気の安定供給と安全確保が

将来に亘り継続されるよう、電気設備及び電気工事の保安の確保、一般の皆様への電気安全に関する啓発活動

を一層推進していく必要がある。引き続き委員会の連携を強化し、社会の期待に応えたい。」との挨拶があり

ました。

また、来賓の経済産業省 大臣官房 産業保安・安全グループ 電力安全課 電気保安室長　正影 夏紀 様は、

「各種施策により保安人材は令和12年度まで不足しない見込みとされたが、電気工事業界では依然人材不足の

声が多い。国民の安全、安心な暮らしを守るため、官民が連携し課題解決と人材確保に継続的に取り組む必要

がある。引き続き電気保安の確保に向けて積極的な活動を展開していただきたい。」と述べられました。

同じく来賓の（独）労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 安全研究領域長（併）電気安全研究グ

ループ 部長　崔 光石 様は「近年、自然災害の激甚化や設備の多様化に伴い、電気安全の重要性は高まってい

る。当研究所は、科学的・専門的知見に基づく労働災害の原因調査を実施しており、引き続き安全かつ安心し

て働ける職場の実現を目指し活動する。」と述べられました。

議事としては、「令和7年度事業報告」、「令和8年度事業計画」の2件について審議の上、承認されました。

全国電気使用合理化委員会〔委員長：中島　豊 （一社）日本電気協会 常務理事〕は、6月12日、「第65回 

全国電気使用合理化委員会」（総会）をWeb会議により開催いたしました（出席者：来賓および各地区委員 

計22名）。

開会の冒頭、中島委員長からは、「昨年2月に閣議決定された「第7次エネルギー基本計画」のもと、特定の

エネルギー源に頼らない「エネルギーミックス」を目指すことが重要となる。我が国では、DXやGXの進展

により、2040年度において電力需要の増加が見込まれており、原子力や洋上風力をはじめ、エネルギー安全

保障に寄与し、脱炭素効果の高い電源の開発を急ぐ必要があり、同時に徹底した省エネルギーの推進も求めら

れている。当委員会としても電気エネルギーの有効利用を通じた省エネの推進や温室効果ガスの排出削減によ

り一層寄与すべく活動を展開していきたい。」と挨拶がありました。

また、来賓として出席した経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力基盤整備課 電力供給室 奈

良 陽一室長補佐ならびに一般財団法人省エネルギーセンター 秋山  俊一 業務統括役からご挨拶頂きました。

議事としては、「2025年度事業報告」、「2026年度事業計画」および「委員長選出」の3件について審議の上、

前2件については承認され、また、今回委員長には中島 豊（日本電気協会 常務理事）氏が再任されました。

その後引き続き、経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力基盤整備課 電力供給室 奈良 陽一室

長補佐による「足元の電力需給と今後の供給力確保について」と題した講演が開催されました。
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特重施設の設置期限延長

2026年4月、原子力規制委員会は特定重大事故等
対処施設（特重施設）の設置期限を実質的に延ばす
ことを決定した。従来は本体施設の設計・工事計画
認可（設工認）としていた経過措置期間の起算点を
見直し、営業運転開始日に当たる「使用前確認日」
から5年での設置を求めることとした。7月3日ま
で実施している意見公募の結果を踏まえ、今夏中に
は延長が正式に決定される予定だ。
原子力発電所への設置が義務付けられている特重
施設について、設置期限は当初、13年の新規制基
準施行を起点に全プラント一律5年とされていた。
ただ、本体施設の審査長期化などを踏まえ規制委は
16年に規則の改正を実施。各プラント本体施設の
工事計画認可（現在は設計・工事計画認可）から5
年に経過措置期間を延長していた。
一方で、この「設工認から5年」は、原子力事業
者にとって十分な期間とは言えなかった。各特重施
設の審査の中で求められるものがより詳細に固ま
り、頑健性や信頼性の向上を図った結果、土木・駆
体工事などが大規模化し難易度が大幅に上昇。原子
力事業者があらためて工程を見積もったところ、設
工認から5年での完成は厳しいという状況が見えて
きた。
そこで事業者は19年4月、審査を通じて設計や施
工を巡る「状況変化が生じた」と説明。最大限の工
期短縮努力を図っても期限内完成は難しいとして、
規制委に延長を提案した。
しかし、規制委は提案翌週の定例会合でこの要請
を一蹴した。全会一致で経過措置期限の変更は必要

ないとする意見を決定。特重施設への要求事項は規
則やガイドで明らかにしていることなどを挙げ、事
業者の言う状況変化は変更する理由に当たらないと
した。
次の動きがあったのが、昨年10月だ。事業者は
原子力エネルギー協議会（ATENA）を通じ経過措
置期間を3年延ばし、設工認から8年とするように
提案した。理由としたのは、建設業の労働環境変
化。労働基準法の改正を受けた建設業への時間外労
働の上限規定適用による工事長期化などを挙げ、事
業者にはコントロール不可能な「他律的要因」とし
て延長を求めた。
ただ、結果的にこの提案は却下されることとなっ
た。提案を受けて議論を開始した規制委は事業者が
根拠とした建設業の労働環境変化について、他律的
要因として認めがたいとする考えを示した。理由に
は、19年の法改正時からこうした状況は予見でき
たこと、法改正に伴う個人への時間外規制と工期延
長の直接的な関係を示すエビデンスが確認できな
かったことなどを挙げた。
一方で、議論の過程で規制委からは、特重施設が
現状設置済みの12基のうち期間内に完成したのは
関西電力大飯発電所4号機のみであるなど、ほぼ全
てのプラントで設置期限を超過している点を検証す
る必要があるとの指摘が出た。また、設工認から5
年とした変更から約10年が経過していることも踏
まえ、現状の制度の検証に関する検討が必要との認
識で一致。事業者の提案とは別に、議論を開始し
た。

■矢部　八千穂　電気新聞　編集局
（やべ　やちほ）
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今回の延長は、この規制委発の議論を経て決定さ
れたものだ。今年2月に開かれた定例会合で規制委
は、それまでの議論の中で指摘された完成済みのほ
ぼ全てのプラントで設置期限を超過しているという
事実を重視すべきとの意見で一致。経過措置に関す
る規則を見直す方針を決め、具体策を検討するよう
原子力規制庁に指示した。
これを受けて規制庁が4月に示し、規制委が決定
した見直し案では、5年間の経過措置期間そのもの
は変更せず、設工認としていた経過措置期間の起算
点を見直し、使用前確認日から5年での設置を求め
ることとした。3系統目の所内常設直流電源の期限
も同様に見直すとした。一方で、既に経過措置期間
が終了したプラントは対象外とすることも決定し
た。
規制庁は使用前確認日に起算点を変更した場合で
も特重施設が完成していない状態で運転する期間は
大幅に増えないと指摘。設工認を起点とする現行制
度と比べても、安全上の大きな差異は考えられない
とした。また、見直したとしても可能な限り早期の
設置を求める方針は変えないとも説明した。
規制委の山中伸介委員長は4月の会見で、「安全
対策の質を落とさず、確実に施設を完成させるため
の現実的な道筋を示した」と見直しの意図を説明。
規制当局として、「責任ある継続的な改善の姿だ」
と述べた。
当初求めた形での延長とはならなかったものの、
事業者を代表し実態に即した現実的な対応を求めて
きた原子力エネルギー協議会（ATENA）は、今回
の規制委の判断を「合理的なもの」と評価する。

また、今回の設置期限延長では経過措置期間の変
更ではなく、起算点が設工認から使用前確認日とな
るため恩恵の大きさはプラントで異なる。
今年12月と最も設置期限が迫る東北電力女川原
子力発電所2号機では、今回の見直しで期限が約3
年延長され29年12月となる。既に見直した工事完
了目標の28年8月でも設置が間に合う計算だ。中国
電力島根原子力発電所2号機は約1年4カ月、東京
電力ホールディングス（HD）柏崎刈羽原子力発電
所6号機は約1年8カ月の期限延長を見込む。
現在建設中のプラントも、同様に使用前確認日が
起算点となる。ただ、既に経過措置期間が終了した
日本原子力発電東海第二発電所と東電HD柏崎刈羽
7号機は延長の対象外とされた。
6月には、見直し内容を実際の規則に反映するた
めの改正案が規制庁から示され定例会合で了承され
た。意見公募の結果を踏まえ、今夏中に改正された
規則が施行される見通しだ。

各プラントの特重施設設置期限　営業運転開始を起点とした際の変化

見直し前 見直し後

女川２ 26年12月22日 → 29年12月25日 約3年の延長

島根２ 28年8月29日 → 30年1月9日 約1年4カ月の延長

柏崎刈羽６ 29年9月1日 → 31年4月15日 約1年8カ月の延長

東海第二 期限切れのため見直し対象外

柏崎刈羽７ 期限切れのため見直し対象外

原子力規制庁の資料を基に作成

事業者が経過措置期間の延長を提案した
昨年10月のCNO意見交換会
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イラン・中東情勢緊迫化
国内電力供給への影響を読む

エネルギーの「急所」
ホルムズ海峡への依存

資源小国である日本はとりわけ、エネルギー資源
調達の多くを海外からの輸入に頼らざるを得ない構
造にあります。中でも原油については、価格面で高
い競争力を有することなどから、現在でも日本の輸

入元の約9割をアラブ首長国連邦（UAE）、サウジ
アラビア、クウェート、カタールといった中東諸国
が占めます。それらの輸送はほぼ全てがペルシャ湾
とオマーン湾を結ぶホルムズ海峡という極めて狭い
海域を通過します。今回の紛争をきっかけにホルム
ズ海峡が事実上封鎖されたことで、石油製品の一部
の流通に影響が出ています。

電気事業連合会　広報部

2026年2月に米国とイスラエルはイランに対し大規模な軍事攻撃を行いました。イランとその周辺
の中東諸国は、世界有数の化石燃料の産出地であり、世界各国に対するエネルギー供給が不安定化して
います。今回の紛争がどのように日本のエネルギー供給に影響するのかを解き明かすとともに、電気事
業者の電力安定供給に向けた取り組みをご紹介します。

出典：財務省貿易統計
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日本の主力火力燃料は
中東以外からのLNG

1973年の第1次、1979年の第2次オイルショッ
クで中東依存度が高い原油の価格高騰の影響を受け
てから、各電気事業者は石油火力による発電量を減
らして、原子力、LNG（液化天然ガス）、石炭、再
生可能エネルギーなど様々な発電方法を組み合わ
せ、エネルギーのベストミックスを追求してきまし
た。現在、石油火力発電が日本の発電電力量に占め
る割合は7.2%で、火力発電の中で最も割合が大き
いのは32.2％のLNG火力発電です（資源エネル
ギー庁2024年度総合エネルギー統計確報）。LNG
は原油と比べ産出地が分散しており、日本の輸入元
はオーストラリア、マレーシアといった中東以外の
国が主力で、日本のLNG輸入量のうち、ホルムズ
海峡を通過する割合は6.3%（カタールとUAEか
らの輸入分の年間約400万トン）です。

多様な調達、電源を確保
着実、安定な稼働進める

電気事業者は様々な発電方法を組み合わせること
や、調達ソース、契約期間、価格体系などの多様化
によるリスク分散に努めており、現時点ではただち
に電力の安定供給に影響が出る状態ではありません
が、各電気事業者は夏場の冷房需要が高まる時期に
向けて、最大限の対策を実施しています。

対策1 様々な電源を活用

電力の安定供給のためには、原子力発電を含む
様々な電源を活用することが重要です。原子力発電
については、4月16日に東京電力ホールディング
ス柏崎刈羽原子力発電所6号機が営業運転を再開
し、国内で新規制基準への適合性を確認し再稼働し
た原子力は15基となりました。赤沢亮正経済産業
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相は会見で、柏崎刈羽原子力発電所6号機が1年間
運転すると、ホルムズ海峡経由で日本に年間で輸入
される量（約400万トン）の約3割に相当する
LNGを削減できると述べています。今後も、稼働
中の原子力発電所を安定的に運転していくととも
に、安全性確保を大前提として着実に再稼働を進め
ていきます。
なお、柏崎刈羽原子力発電所6号機が営業運転を
再開したことにより、全国で、安定供給に最低限必
要な3％を上回る予備率が確保できる見通しです。

対策2 設備保全の徹底

原子力発電だけでなく、火力発電や水力発電と
いった発電設備に関しても、設備保全を徹底し、計
画外停止の防止に努めています。

対策3 燃料の調達

燃料の調達については、中東以外の国との取引量
の増加やスポット市場からの代替調達をおこなうだ
けでなく、電力会社相互の協力や、2021年1月の
電力需給ひっ迫の経験を踏まえて整備された、共同
基地を有するなど物理的に融通しやすい地域の電
気・ガス事業者間で燃料を融通し合う「地域連携ス
キーム」、地域連携が機能しないような緊急時に資
源エネルギー庁が各社の調達・在庫状況を把握し、

全国規模で融通余力がある事業者を仲介してLNG
を融通しあう「全国連携スキーム」といった仕組み
を必要に応じて活用し、官民一体となって、また業
界を越えて燃料確保に取り組んでいきます。

国際資源価格の高騰
電気料金への影響は

燃料価格の高騰により、今後は燃料費調整制度
（以下、燃調制度）に基づき、電気料金の上昇が見
込まれます。
燃調制度は、電気事業者の経営努力が及ばない輸
入燃料（原油、LNG、石炭）価格の動向を電気料
金に反映するための制度です。ルールに基づき、輸
入燃料価格が値上がりする場合は電気の使用量に応
じ料金を上乗せし、輸入燃料価格が値下がりする場
合は料金から差し引くことで還元します。この制度
は大手電力会社の多くの低圧（一般消費者向け）電
気料金メニューに適用されています。
毎月の電気料金に反映される金額は、3カ月間の
貿易統計を参照した平均燃料価格をもとにして算出
され、2カ月後の電気料金に反映されます。例えば、
1～3月の輸入燃料価格の動向は6月分の電気料金
に反映されます。そのため、中東情勢による3月か
らの燃料価格高騰は、6月分以降の電気料金に反映
される可能性があります。原油の平均価格に連動す
る長期契約のLNGの場合、原油の価格変動がLNG
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価格に反映されるまでには通常3〜5カ月のタイム
ラグがあり、秋ごろの電気料金に影響を及ぼす可能
性があります。なお、燃調制度に基づき反映される
金額は、原油・LNG・石炭火力の比率によって電
力会社ごとに異なります。また、会社によっては異
なる制度を採用したメニューを提供している場合が
あります。

あらゆる手立て尽くし
電力の安定供給を維持

今回のイラン紛争に伴うホルムズ海峡の封鎖は、
燃料サプライチェーンの断絶や価格高騰のリスクを
顕在化させました。新電力では新規契約の受付停止
も広がっています。資源の少ないわが国において電
力の安定供給を維持するためには、原子力発電や再
生可能エネルギーを最大限活用していくことに加え
て、火力発電についても、燃種や調達ソース、契約
期間、価格体系などの多様化を図って供給途絶や価
格高騰リスクに備えることが重要です。
今回、改めて、火力発電の燃種の多様性確保の重
要性が浮き彫りになりました。資源エネルギー庁は
今回のイランの事態を受けて3月、LNGなどの燃
料を節約するための緊急対応として、容量市場にお

ける非効率石炭火力の稼働抑制措置を、2026年度
に限って適用しないことを決定しました。この稼働
抑制措置は、設計効率が42%未満の石炭火力につ
いては、年間の設備利用率を50%以下に抑えなけ
れば容量市場からの収入を20%減額するというも
ので、稼働を抑え脱炭素を図ることを目的としてい
ましたが、安定供給を優先する観点から、時限的に
規制を緩和しました。資源エネルギー庁の試算で
は、これによりLNG約50万トンの節約効果があ
るとされています。
脱炭素化は各国が協調して取り組むべき重要な課
題であることは変わりません。その上で、世界情勢
や各国の脱炭素政策の動向を踏まえつつ、安定供給
と脱炭素のバランスを見極めて対応していく必要が
あります。電気事業者として、国と協調しながら安
定供給の維持に向けて全力で取り組んでまいりま
す。

九州電力の火力発電所へ輸送する日本郵船のLNG船（日本郵船提供）
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ペロブスカイト太陽電池の
業界ガイドライン発行

1．まえがき

近年、次世代太陽電池として注目されるペロ

ブスカイト太陽電池（PSCPV）は、軽量・柔

軟といった特性を活かし、従来のシリコン系太

陽電池とは異なる用途展開が期待されていま

す。このような状況下において、市場投入初期

には品質や安全性のばらつきを抑え、適切な性

能評価に基づく普及を促進することが重要と

なっています。

こうした背景を踏まえ、一般社団法人 日本

電機工業会（JEMA）では、早期の需要創出お

よび社会実装の実現を目的として、昨年6月よ

り検討を重ね、2026年3月25日に「ペロブス

カイト太陽電池の業界ガイドライン」を発行し

ました。（図1参照。）

https://www.jema-net .or.jp/engineering/

solar/20260325.html

本ガイドラインは、ペロブスカイト太陽電池

モジュールを対象に、業界の共通指針として策

定されたものです。次に概要を示します。

2．業界ガイドラインの概要

本ガイドラインの特徴は、導入初期における

製品の信頼性確保と公平な評価の仕組みを重視

している点にあります。

まず、適用範囲については、発電層にペロブ

スカイトを用い、外装材にフィルムまたはガラ

スを使用した軽量かつ施工前に曲げ可能なモ

ジュール（重量3kg/m²以下）を対象としてい

ます。これは、社会実装が先行すると見込まれ

るフレキシブル型製品に焦点を当てたもので

す。「フレキシブル」の定義は表1のとおりで

す。

次に、要求事項については、以下の項目を整

理しています。

　 •　発電性能

　 •　設計要求事項

　 •　安全要求事項

　 •　製品表示

特に発電性能については、試験後の出力劣化

率に基づき、

（一社）日本電機工業会　技術戦略推進部

名称 フレキシブル 超フレキシブル ベンダブル

定義 曲率半径R≦500mm 曲率半径R≦150mm 曲率半径R＞500mm

表1　用語及び定義の概要
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図1　ガイドライン表紙

　 •　クラスA（劣化率5％未満）

　 •　クラスB（劣化率10％未満）

の2区分とし、市場における性能の「見える化」

を図っています。

さらに、試験の実施においては、評価の公平

性確保を重視し、

　 •　�試験実施機関が製造ラインから任意に試

験品を抜き取る

　 •　��日本の認証機関（NCB）が試験を実施する

とすることで、恣意的なサンプリングや評価の偏り

を排除する仕組みとしています。

加えて、製品表示においては、環境負荷への

配慮として、鉛などの化学物質の種類および単

位面積当たりの含有量の表示を求めています。

これらの規定により、初期市場における品質

確保、透明性向上、および需要家の信頼醸成が

期待されます。

3．今後の方向性

本ガイドラインは策定をもって完成するもの

ではなく、技術開発および市場環境の変化に対

応しながら継続的に見直しを行うことが前提と

なっています。

今後想定される主な検討課題として

　 •　リテスト（再試験）方法の確立

　 •　�リジッド型（剛性モジュール）製品への適

用拡大

　 •　技術進展に応じた試験内容の高度化

が挙げられ、これらについては、ガイドラインの適

宜修正・改訂によって対応が進められる予定です。

4．あとがき

ペロブスカイト太陽電池は、軽量・柔軟とい

う特長により、新たな設置形態や用途を切り拓

く可能性を有しています。また、市場初期にお

いては品質確保と適切な評価基準の確立が不可

欠であり、本ガイドラインはその基盤となるも

のです。

今後は、国内での運用実績を踏まえた本ガイ

ドラインの改訂と並行し、日本発の技術優位性

を国際標準へ展開することが重要となります。

この取り組みにより、市場における信頼性向上

が図られ、国内外におけるペロブスカイト太陽

電池の導入拡大が期待されることから、その実

現に向け、引き続き産業発展に資する活動を進

めていきます。
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電気事業における保安・規制改革関係の受託調査事業を実施

当協会は従前より、行政機関や関係団体など
から様々な技術調査を受託し、実施しておりま
す。
令和7年度は2件を国から受託し、関係者の
皆さまのご協力を賜りまして、年度末までに全
ての調査を無事完了しております。今後も当協
会の技術力・ネットワーク等を発揮して、受託
活動を通じて、関係省庁の各種事業に貢献して
まいります。
以下、令和7年度の調査の概要について紹介
いたします。

1.		 電気設備技術基準関連規格等調査
⑴　規格等の調査

〇規格の妥当性調査

本調査は、電技解釈で引用している民間規格等

のうち、近年改正が行われたものについて、当該

規格を引続き電技解釈に引用することの妥当性に

ついて調査を行うものです。今回調査したのは

14条文、引用されるJIS規格は16規格です。

改正後の規格を引用することが妥当と判断され

たものについては、民間規格評価機関である「日

本電気技術規格委員会（JESC）（事務局：日本電

気協会）」において、当該規格の省令への適合性

が確認されました。昨今、電技解釈の性能規定化

に伴い、民間規格が電技解釈へ直接引用される記

述から、電技解釈に関連付く規格のリストをJESC

のHPに掲載するよう、見直しが行われております。

リスト化済みの引用規格は、承認日から5年に1度

確認する必要がありますが、当該規格について更新

が無いものについてはその旨を民間規格評価機関

へ報告いたしました。詳細は「日本電気技術規格

委員会（JESC）」 の HP（http://www.jesc.gr.jp）	

をご確認ください。

〇�整流器に接続する高圧又は特別高圧の電路の絶

縁性能に関する保安要件の調査

整流方式が自励式の周波数変換装置等は、他励

式と比べて交流側の系統電圧を必要とせずにス

タートが可能（ブラックスタートが可能）である

ことや、有効電力・無効電力の独立制御が可能等

の利点があり、昨今導入が進んでおります。一

方、現行の電技解釈では他励式を前提に試験電圧

が定められているため、今回の調査では、中性線

電路（自励変換器）の試験電圧についてV×1.1

（V：直流側の中性線又は帰線の非接地端におけ

る最大使用電圧）とすることの妥当性について、

電技解釈第15条に示される高圧側電路及び中性

線電路（他励変換器）の試験電圧算出式を参考に

検討を行いました。

検討の結果、算出式の構成については採用可能

と判断できましたが、その構成要素については、

自励式特有の事象について更なる検討が必要との

結論に至り、今年度の整理内容を踏まえ検討を継

続する必要がある旨を報告いたしました。

〇EV用交流供給設備に関する保安要件の調査

現行電技解釈では、電気自動車等と供給設備を

接続する電路の対地電圧は原則150V以下と規定

され、交流のEV用供給設備については、現行

100Vが主流となっておりますが、電気自動車か

らの電力供給の高出力化に対応すべく、対地電圧

を200Vとするための、必要な保安要件について

検討を行いました。

検討の結果、電気自動車と接続するケーブル等

の要件については直流V2Hシステムの保安要件

に準ずることが妥当との結論を得ましたが、直流

と交流の特性の差異に関し、地絡保護等のシステ

2026.7
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ム的な要件を確立したうえで更なる検討が必要で

ある旨を報告いたしました。

⑵　IEC 60364規格シリーズの制改定への対応

WTO/TBT協定により、規格による不必要な貿

易障害が起こらないよう、各国の規制等で用いられ

ている規格を国際規格に整合化していくことが求め

られており、国の基準である電技解釈に、電気使用

場所の建築電気設備の施設について規定したIEC 

60364規格シリーズが、電技解釈第218条に取り入

れられております。

令和7年度は、2024年に改正されたIEC規格の3

規格について、電技解釈第218条への取入可否につ

いて検討し、電技解釈への取入案の策定と共に、取

入案に対する逐次解説を作成しております。また、

既に電技解釈第218条に取り入れられているIEC規

格の対応JIS化が行われる予定であるもの3規格に

ついてIEC（英語で規定）からJIS（日本語で規定）

への置き換え可否の検討を行い、電技解釈への取込

案を策定しております。加えて、直流1,500V超過

の直流設備を対象としたIEC 61936-2について、各

章の規定内容と得られた知見について整理し、今

後、電技解釈第219条への取入を行う場合の対応案

を作成しております。

2.�　低コスト手法普及拡大に向けた電線地中
化工法の実現可能性等調査
無電柱化は、災害時の電柱倒壊による電力システ

ムの機能喪失の低減など電力の安定供給の観点から

も重要でありますが、コストや工事関係者間の調整

といった面で課題があります。

無電柱化の低コスト化を図るために、高圧の地中

電線路を管路式で施設する際に使用している電線管

などを、感電又は火災のおそれがないように地上に

施設するための民間規格（JESC E6008（2024）：車

両の往来が無く、人が常時通行することを想定しな

い山地に施設する高圧地上電線路）を策定しており

ます。

今年度の調査では、「高圧地上電線路の民間規格

の適用範囲拡大に向けた調査」と「高圧地上電線路

の実現（擁壁上部への施設）に向けた要件の深堀調

査」を実施しました。民間規格の適用範囲拡大につ

いては、人の往来が想定されない山地でありつつ

も、車両の往来が一定程度ある場所に高圧地上電線

路を施設することを想定し、車両衝突リスクや車両

往来等の視点を追加して感電・火災等のリスク抽出

や保安要件の再評価を実施しました。その結果、除

雪作業による影響及び車両による踏みつけ・衝突に

よる影響については模擬設備による実験を実施する

等、引き続き調査・検討を重ねていく必要があると

整理しました。

高圧地上電線路の実現（擁壁上部への施設）に向

けた要件の深堀調査においては、道路占用物件とし

て求められる要件を、工事、維持、運用の観点から

調査を実施し、道路占用許可協議にあたり道路管理

者との協議が望ましい事項を整理しました。

＜5・6月主な委員会の開催＞

〇第132回日本電気技術規格委員会
　開 催 日：6月22日(月)
　主な議題：�2025年度事業報告案、2025年度

決算案・2026年度予算案、系統
連系専門部会、配電専門部会、余
寿命診断専門部会、火力専門部
会各上程案件 他

〇第98回原子力規格委員会
　開 催 日：6月23日(火)
　主な議題：�原子力規格委員会委員、分科会

委員の承認 他
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電気新聞の書籍案内

EVと電力系統がつながるこ
とで生み出される新しい価
値とその技術動向を紹介

A5判／160頁／全2色
定価 2,420 円

書籍のお申し込み・お問い合わせ

イノベーションがもたらす
電力グリッドの未来の姿を
第一人者が基礎から解説

グリッドで理解する
電力システム
岡本 浩／著

A5判／242頁／全2色
定価 2,200円

電力グリッドの未来がわかる

（税抜価格2,000円）

（税抜価格 2,200円）

今後の電力政策がこの１冊に

EVと系統の連携が創る価値電気事業のしごとを網羅

新書判／356頁／全１色
定価 1,760 円（税抜価格 1,600円）

市村拓斗／著

徹底解説 GX時代の電力政策
～続・電気事業のいま～

社会を支える電気事業。魅
力いっぱいの「電気のおし
ごと」を網羅的に紹介

A5判／128頁／全2色
定価 2,420円（税抜価格 2,200円）

電気のおしごと
電気新聞／編

弁護士でエネルギー政策に
精通する著者がGX時代の
電力政策を徹底解説

現場のギモンを弁護士が詳しく解説

電力小売の現場で直面する契約トラブルや強引な
勧誘、法改正への対応策などを、実務に精通した
弁護士が解説します。
具体的なNG事例やQ&Aを通じて、営業担当者
の不安を解消し、レピュテーションリスクの軽減
にも役立ちます。
健全な営業体制を築くための必読書です。

改訂版   弁護士に聞く電力小売営業
　　　   シーン別Q&A

2,640円（本体2,400円）  A5判／176頁／全2色
島田雄介、山下惇也／著

EV×グリッド革命
「EV×グリッド革命」編集委員会／編著

https://www.denkishimbun.biz

お求めはお近くの書店、またはオンライン書店にご注文
下さい。電気新聞への直接のお申し込みはホームページ、
またはFAXで承っています（送料は実費）。

理解を深めて信頼を高めよう！
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一般社団法人 日本電気協会

001〒 -0006　東京都千代田区有楽町一丁目7番1号（有楽町電気ビル北館4階）
TEL 03（3216）0551　FAX 03（3216）3997  
E-mail：kouho@denki.or.jp  
ホームページ　https：//www.denki.or.jp

1,680 円（税・送料込）
（会員の方の年間購読料1,680円は、会費によって充当しています。）

大盛印刷株式会社

発 行 所

年間購読料

印 刷 所

電気協会報　
2026年7月号　第1132号

＊本誌に関するご意見、お問合せは総務部（広報）までお寄せ下さい。

◆お 願 い
　会報送付先変更、その他会員情報変更の場合の本会宛ご連絡について

現在の会報送付先の住所、会社名、部署名、役職名等に変更がございましたら、本会各支部
までご連絡くださいますようお願いいたします。
※各支部の連絡先については、本会ホームページ（URL：https：//www.denki.or.jp）をご参照ください。

なお、会員以外の定期購読者様等におきまして、本会報の送付先情報に変更がある場合は、下記までご
連絡をお願いいたします。
（一社）日本電気協会　総務部　 
 E-mail：kouho@denki.or.jp

日本電気協会 本部　公式X（@official_jeaPR）フォローお願いします！
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沖電企業（株）	 � 39

（株）関電工	 � 28

（一社）九州電気管理技術者協会	 � 36

（一財）九州電気保安協会	 � 37  

九電産業（株）	 � 37

（株）きんでん	 � 35

金邦電気（株）	 � 33
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四変テック（株）	 � 36
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中電プラント（株）	 � 35

（株）中部プラントサービス	 � 34

通研電気工業（株）	 � 31

（一財）電気安全環境研究所	 �表3

東光電気工事（株）	 � 33

東芝（株）	 �表4

（一社）東北電気管理技術者協会	 � 31

東北発電工業（株）	 � 32

西日本技術開発（株）	 � 38

ニシム電子工業（株）	 � 39
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電気の未来を創造する、喜びをどこまでも。
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https://www.chuden-plant.co.jp
〒734-0001 広島市南区出汐二丁目3番18号

Tel(082)252-4311　Fax(082)252-4392

広　　告　　原　　稿

つくろうつなごうみんなのミライ
　         カーボンニュートラルへの挑戦

  ～Ｃhudenplant Ｐromises Ｃarbon Neutrality～

中電プラント株式会社
    取締役社長　國西　達也

発電設備/受電･変電設備/一般産業設備/環境設備の
『プラントエンジニアリング企業』として社会に貢献いたします。
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九州一円500名
の会員が在籍

お求めに応じて
絶縁耐力試験
保護継電器試験
高圧ケーブル劣化診断も
いたします

本社 香川県仲多度郡多度津町桜川二丁目 番 号

（ 型配電盤）

安全性向上 長寿命化土壌汚染防止

カーボンニュートラル（ ２削減）

（ナタネ油入変圧器）
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福田 光伸
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1.

2.

法令に基づく試験、検査及び認証業務

電気製品等の試験・認証

マネジメントシステム認証業務

調査・研究業務

3.

4.

電気用品安全法､消費生活用製品安全法､電波法､水道法､産業標準
化法､医薬品医療機器等法など

S-JET認証､住宅用ブレーカー認証､部品認証､CMJ登録､給水器具等
認証､系統連系保護装置認証､JETPVm認証､JETPVO&M認証､ロボ
ット認証､遠隔操作システム認証､メーカーニーズに基づく試験サー
ビス・EMC試験など

ISO9001・ISO14001・ISO45001・ISO27001・
ISO50001 認証

家電製品等の電磁界測定､太陽光発電システム
に係る調査・研究など
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